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平成１２年３月期 決算短信（連結） 平成１２年５月３１日

上 場 会 社 名 中越パルプ工業株式会社 上 場 取 引 所 東証･大証

コ ー ド 番 号 ３８７７ 本社所在都道府県 東京都

問 合 せ 先 責任者役職名　　　企画管理本部企画管理部長

氏　　　　　　名　　　五　十　田　　光 ＴＥＬ　　　（０３）３５４４－１５２２

決算取締役会開催日 平成 12年 5月 31 日

１．１２年３月期の連結業績（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日）
(1)連結経営成績 　　　　　　　　（注）記載金額については百万円未満を切り捨てて表示しております。

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

百万円　　　　　　　　％ 百万円　　　　　　　　％ 百万円　　　　　　　　％

１ ２ 年 ３ 月期 １０９，９９２　　　（　　　　－　　　） ２，７８７　　　（　　　　－　　　） １，３２１　　　（　　　　－　　　）

１ １ 年 ３ 月期 －　　　　（　　　　－　　　） －　　　　（　　　　－　　　） －　　　　（　　　　－　　　）

当期純利益
１ 株 当 た り

当 期 純 利益

潜在株式調整後

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益

株 主 資 本

当 期 純 利 益 率

総 資 本

経 常 利 益 率

売 上 高

経 常 利 益 率

百万円　　　％ 　円　　銭 　円　　銭 ％ ％ ％

１ ２ 年 ３ 月期 ５１５　　　（　　－　　　） ４　　５０ －　　－ １．１ ０．８ １．２

１ １ 年 ３ 月期 －　　　　（　　－　　　） －　　－ －　　－ － － －

(注)①持分法投資損益　12年 3月期　－百万円　　11 年 3月期　－百万円
  　②有価証券の評価損益　　　　　　　△１，４０３百万円    デリバティブ取引の評価損益　　　△　６百万円
 　 ③会計処理の方法の変更　　　無
　  ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率
  　⑤平成１２年３月期は連結財務諸表作成初年度のため､平成１１年３月期及び対前期増減率については記載しておりません｡また､株
主資本当期純利益率及び総資本経常利益率については期末残高により算出しております｡

(2)連結財政状態

総　　資　　産 株　主　資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

１ ２ 年 ３ 月期 １７３，３７９ ４８，１８３ ２７．８ ４２１　　２２

１ １ 年 ３ 月期 － － － －　　　　－

(3)連結キャッシュ･フローの状況

営業活動に よ る

キャッシュ･フロー

投資活動に よ る

キャッシュ･フロー

財務活動に よ る

キャッシュ･フロー

現金及び現金同等物

期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
１ ２ 年 ３ 月期 １１，７３４ △　５，７６０ △　１０，４５４ ５，１７８

１ １ 年 ３ 月期 － － － －

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数　　９社　　持分法適用非連結子会社数　　０社　　持分法適用関連会社数　　０社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結　(新規)　　０社　　(除外)　　０社　　持分法　(新規)　　０社　　(除外)　　０社

２．１３年３月期の連結業績予想（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日)

売　　上　　高 経　常　利　益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

中間期 ５５，５００ １，７００ ９００

通　期 １１３，０００ ４，０００ １，５００

(参考)1 株当たり予想当期純利益（通期）  １３円　１１銭
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　企　業　集　団　の　状　況

当社の企業集団は、当社及び子会社 24 社、及び関連会社 2 社により構成されており、紙パルプ製品の製造販売を主

たる業務としており、さらに、その原材料等の供給、製品の断裁加工・包装選別、並びに製品の物流及びその他のサービ

ス等の事業活動を展開しております｡

事業の系統図は次のとおりであります。なお､平成 12年 2月に解散(平成 12年 4月に清算結了)した非連結子会社（砺
波木材㈱）は除外しております｡

【 そ の 他 の 事 業 】

[テニスクラブ]

［紙断裁選別包装］

［運送］

［ビル賃貸］

［設備設計施工･修理］

［産業廃棄物処理］[保険]

［原材料］

【紙・パルプ及び紙製品製造】

中越パルプ工業㈱

（連結子会社）
　中越パッケージ㈱
　㈱文運堂
　九州板紙㈱
　三善製紙㈱

（非連結子会社）
　新米子加工製紙㈱
  鹿児島紙工㈱

(連結子会社)
 鹿児島化成㈱

(非連結子会社)
 中越緑化㈱
 中越緑産㈱
 ㈲南薩緑化センター
 高岡化成㈱
 共同エステート㈱
 九州紙管㈱

(関連会社)
 New Zealand Plantation
                   Forest Co., Ltd

(関連会社)
 エヌシー共同開発㈱

(連結子会社)
 北陸紙工㈱

(非連結子会社)
 鹿児島興産㈱
 石川紙工㈱

(非連結子会社)
共友商事㈱

(非連結子会社)
㈱高岡ロイヤルテニスクラブ

(非連結子会社)
 鹿児島機工㈱
 北陸エンジニアリング㈱

［製品・商品］

(連結子会社)
 中越ビル㈱

(連結子会社)
 北陸流通㈱
 九州流通㈱
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　経　営　方　針

1.1.1.1.経営の方針経営の方針経営の方針経営の方針

当社グループは、常に市場ニーズに密着し、創造的で信頼性の高い技術により、人と環境にやさしい「紙」

の開発と安定した製品の供給により、経済・社会・文化の発展に寄与することを社会的使命と認識し「紙」の

文化の創造に果敢に挑戦しております。

そして、「顧客重視」｢株主重視｣に心がけ、当社グループの総合力に対する信頼性と収益性の確保・向上

を目指し、顧客・株主・社員・企業の共存共栄を図るとともに、社会に対する貢献を重点に企業活動を行って

まいります。

また、グローバル化に対応し、迅速な情報開示に心がけ、透明な経営姿勢を保ち、加えて、効率的な連結

経営を行うことで、国際競争力の強化を図り、当社グループの存在価値を高めてまいります。

2.2.2.2.利益配当に関する基本方針利益配当に関する基本方針利益配当に関する基本方針利益配当に関する基本方針

従来より、株主に対する利益還元を経営の重要政策と考えており、業績の状況や内部留保の充実を考慮

しながら、安定配当の実施を基本方針としております。

3.3.3.3.中長期的経営政策中長期的経営政策中長期的経営政策中長期的経営政策

当社グループは、国際競争力の強化を図るべく、収益基盤の改善に向けてリストラ計画を策定し、全社を

挙げて、省力化による人員削減、操業の効率化によるコスト削減および有利子負債の圧縮による財務体質

強化などを推進しております。

◎リストラ計画(3年計画  目標 2002年 3月)

  ①能町新コーターの一層の戦力アップと有利品種への展開

  ②省力化

      ・ 20%を目標とする人員の削減

  ③コスト削減

  ④財務体質強化

      ・有利子負債 15%圧縮

  ⑤関係会社の体質強化

また、環境問題につきましても、いち早く環境マネージメントシステムを構築し、地球温暖化、古紙利用促

進等「環境にやさしい企業活動」を行動指針として取り組んでおります。現在、そのマネージメントシステムの

更なる向上と効率化を図るため、ISO14001 認証取得の作業を行っており、来年 4 月までに全工場の認証取

得を予定しております。
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　経　営　成　績

1.1.1.1.当期の概況当期の概況当期の概況当期の概況

当期におけるわが国経済は、政府の景気浮揚策により下支えられ企業収益が改善し、設備投資に持ち直

しの兆しが見られるなど自律回復の動きが徐々に現れました。

しかしながら、雇用不安や所得低迷により個人消費は相変わらず足踏み状態が続くなど厳しい状況で推

移しました。

紙パルプ業界におきましては、期初より需要の回復が見られ、後半に至り、旺盛な需要を背景に、一部品

種で一般品を中心に価格復元の動きがみられるようになりました。

このような状況の中で、当社グループは、販売面では、製品価格の安定を最優先とする販売政策に徹す

るとともに、生産面では、社会的な資源リサイクルの要請に対応するため能町工場に古紙処理設備を新設

するなど需要構造の変化への適応と多様化に努めました。

また、コスト面では、リストラ計画を強力に推進し、当社グループを挙げてコスト低減に努めてまいりました。

しかしながら、紙製品の販売数量は回復基調にあるものの、大幅に下落した価格の復元が充分なものとは

なりませんでした。

その結果、当期の連結売上高は、１千 99 億 9 千 2百万円、営業利益は 27 億８千７百万円、経常利益は

13億 2千 1百万円、当期純利益は 5億 1千 5百万円となりました。

なお、単独業績につきましては、市況回復の遅れからコスト削減効果が減殺された形となり、販売量は、

85万 9千トン(前期比 4万 9千トン、6.2%増)、売上高は、925億 1千 6百万円(前期比 15億 7千 5百万円、

1.7%減)、経常利益が 7億 3千万円(前期比 40億 6千 6百万円利益増)、当期純利益は 3億 5千 8百万円(前

期比 38億 5千 4百万円利益増)となりました。

2.2.2.2.次期の見通し次期の見通し次期の見通し次期の見通し

今後の日本経済は、企業収益の改善とＩＴ(情報技術)関連を中心とした設備投資の増加等により明るさが

見え始めたものの、相変わらず低迷する個人消費や米国景気の動向等により、先行き不透明な状況で推移

するものとみられます。

紙パルプ業界におきましても、需要の回復は見られたものの、今後の価格復元の動向、輸入紙の影響等

によりましては、経営環境が必ずしも好転したとはいえない状況であります。

このような環境下にあって、当社グループは、引き続き価格の復元努力を継続するとともに、効率化による

人員の削減、有利子負債の圧縮による財務体質の改善を目標としたリストラ施策を強力に推進し、確固たる

経営基盤を確立してまいる所存であります。

平成 13 年 3 月期(平成 12 年度)の通期の連結業績につきましては、コスト削減計画と紙製品の価格復元

を織込み、連結売上高 1千 130億円、経常利益 40億円、当期純利益 15億円を計画しております。

また、単独業績の見通しにつきましては、通期で、売上高 950 億円、経常利益 35 億円、当期純利益 13

億円を計画しております。
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　連　結　財　務　諸　表　等

Ⅰ．連結貸借対照表
当連結会計年度

(H12.3.31 現在)

期　別

　　科　　目 金額(百万円) 構成比(％)

資　　産　　の　　部

流　　動　　資　　産 ５４，３３４ ３１．３

現 金 及 び 預 金 ５，４７０

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 ３４，１３９

た な 卸 資 産 １２，５５７

繰 延 税 金 資 産 ９８３

そ の 他 １，２２６

貸 倒 引 当 金 △ ４２

固　　定　　資　　産 １１９，０４４ ６８．７

( 　有形固定資産　 ) （１０６，５２６） ６１．５

建 物 及 び 構 築 物 ２４，５２７

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 ７２，０７７

土 地 ７，４６６

建 設 仮 勘 定 １，８５９

そ の 他 ５９６

( 　無形固定資産　 ) （    ３６０） ０．２

(　投資その他の資産　) （１２，１５７） ７．０

投 資 有 価 証 券 ８，７５４

繰 延 税 金 資 産 １，０８８

そ の 他 ２，３１４

貸 倒 引 当 金 △ ０

資　　産　　合　　計 １７３，３７９ １００．０

負　　債　　の　　部

流　　動　　負　　債 ７３，２８４ ４２．３

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 １７，７６６

短 期 借 入 金 ４４，８３８

未 払 金 ３，０４３

未 払 法 人 税 等 ２２３

未 払 費 用 ４，３３０

設 備 関 係 支 払 手 形 １，９６７

そ の 他 １，１１２

固　　定　　負　　債 ５０，３７８ ２９．０

転 換 社 債 １，８４１

長 期 借 入 金 ４４，４２０

退 職 給 与 引 当 金 ４，０７９

そ の 他 ３８

負　　債　　合　　計 １２３，６６３ ７１．３

少　数　株　主　持　分 １，５３３ ０．９

資　本　の　部

資 本 金 １７，２５９

資 本 準 備 金 １４，３７０

連 結 剰 余 金 １６，８４６

自 己 株 式 △ ０

子会社の所有する親会社株式 △ ２９３

資　　本　　合　　計 ４８，１８３ ２７．８

負債・少数株主持分及び資本合計 １７３，３７９ １００．０

（注）

１．有形固定資産の減価償却累計額 １４９，８５８　百万円
２．受取手形割引高
　　　　〃　  裏書譲渡高

２１０　百〃円
１１　百〃円

３．保証債務 ２８６　百〃円
４．自己株式(子会社の所有する親会社株式含む) ２，２６４，２０３株
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Ⅱ．連結損益計算書

当連結会計年度

(H11.4.1～H12.3.31)
期　別

　　科　　目 金額(百万円) 構成比(％)

売 上 高 １０９，９９２ １００．０

売 上 原 価 ８５，９７１ ７８．２

売 上 総 利 益 ２４，０２１ ２１．８

販売費及び一般管理費 ２１，２３４ １９．３

営 業 利 益 ２，７８７ ２．５

営  業  外  収  益 ５５７ ０．５

受 取 利 息 ３１

受 取 配 当 金 ８６

雑 収 入 ４３９

営  業  外  費  用 ２，０２３ １．８

支 払 利 息 及 び 割 引 料 １，８２１

雑 損 失 ２０１

経 常 利 益 １，３２１ １．２

特   別   利   益 １５ ０．０

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 １５

特   別   損   失 ６６ ０．１

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ２５

子 会 社 株 式 売 却 損 ４１

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 １，２７０ １．１

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 ３５１ ０．３

法 人 税 等 調 整 額 ２８１ ０．２

少 数 株 主 損 益 （ 減 算 ） １２２ ０．１

当 期 純 利 益 ５１５ ０．５

Ⅲ．連結剰余金計算書

当連結会計年度

(H11.4.1～H12.3.31)
期　別

　　科　　目 金額(百万円)

連結剰余金期首残高 １６，３３１

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 １４，０６３

過 年 度 税 効 果 調 整 額 ２，２６８

当 期 純 利 益 ５１５

連 結 剰余金期末残高 １６，８４６
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Ⅳ．連結キャッシュフロー計算書

当連結会計年度

(H11.4.1～H12.3.31)

期　別

　　科　　目 金額(百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 １，２７０

減 価 償 却 費 ７，６４５

貸 倒 引 当 金 の 減 少 額 △ １６

退 職 給 与 引 当 金 の 増 加 額 １３３

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ １１８

支 払 利 息 １，８２１

固 定 資 産 除 却 損 １０３

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ２５

子 会 社 株 式 売 却 損 ４１

売 上 債 権 の 増 加 額 △ １，１１０

た な 卸 資 産 の 減 少 額 ２，６６４

そ の 他 資 産 の 減 少 額 ７８

仕 入 債 務 の 増 加 額 ３４５

そ の 他 負 債 の 増 加 額 ２１６

未 払 消 費 税 等 の 増 加 額 ６５８

そ の 他 △ ７１

小　　小　　小　　小　　                        　計　計　計　計 １３，６８９１３，６８９１３，６８９１３，６８９

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 １１６

利 息 の 支 払 額 △ １，８２８

法 人 税 等 の 支 払 額 △ ２４３

営業活動によるキャッシュ・フロー営業活動によるキャッシュ・フロー営業活動によるキャッシュ・フロー営業活動によるキャッシュ・フロー １１，７３４１１，７３４１１，７３４１１，７３４

投資活動によるキャッシュ・フロー

有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 １０１

有形固定資産の取得による支出 △ ６，１０８

投資有価証券の取得による支出 △ １２２

投資有価証券の売却による収入 ２０６

連結子会社株式の売却による収入 ３７

そ の 他 １２４

投資活動によるキャッシュ・フロー投資活動によるキャッシュ・フロー投資活動によるキャッシュ・フロー投資活動によるキャッシュ・フロー △△△△ ５，７６０５，７６０５，７６０５，７６０

財務活動によるキャッシュ・フロー

短 期 借 入 金 の 減 少 額 △ ５，０７１

長 期 借 入 れ に よ る 収 入 ２，６７０

長期借入金の返済による支出 △ ８，０４７

自 己 株 式 の 増 減 △ ０

配 当 金 の 支 払 額 △ １

少数株主への配当金の支払額 △ ３

財務活動によるキャッシュ・フロー財務活動によるキャッシュ・フロー財務活動によるキャッシュ・フロー財務活動によるキャッシュ・フロー △△△△ １０，４５４１０，４５４１０，４５４１０，４５４

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 減 少 額 △ ４，４８１

現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高 ９，６５９

現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 末 残 高 ５，１７８

（注）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
現金及び預金 ５，４７０ 百万円
預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △２９１   〃
現金及び現金同等物 ５，１７８   〃
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Ⅴ．連結財務諸表作成の基本となる事項
１．連結の範囲に関する事項
（１）連結子会社の数　　９社
連結子会社の名称 ……… 中越パッケージ㈱，㈱文運堂，九州板紙㈱，三善製紙㈱，北陸流通㈱，

九州流通㈱，鹿児島化成㈱，北陸紙工㈱，中越ビル㈱

（２）主要な非連結子会社の名称等
・新米子加工製紙㈱
（連結の範囲から除いた理由）
当社は､当該子会社の発行済株式の 100％を所有しておりますが､当該子会社は､当社が王子製紙㈱からの塗

工紙の一部営業譲受けを達成することを目的として一時的に設立されている会社で､平成 12 年度中にその解散
が予定されており､連結財務諸表規則第 5 条第 1 項第 1 号に規定する「財務及び営業又は事業の方針を決定す
る機関に対する支配が一時的であると認められる子会社」に該当するため､連結の範囲から除いております｡

・北陸エンジニアリング㈱他１２社
（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社 13 社は､いずれも小規模会社であり､合計の総資産､売上高､当期純損益及び剰余金（持分に見

合う額）は､いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります｡

２．持分法の適用に関する事項
（１）持分法適用の非連結子会社数及び関連会社数

該当事項はありません｡
（２）持分法を適用していない非連結子会社 13社（新米子加工製紙㈱を除く｡）及び関連会社 2社（エヌシー共同開発㈱，

New Zealand Plantatin Forest Co., Ltd.）は､それぞれ連結純損益及び連結剰余金に及ぼす影響が軽微であり､かつ全
体としても重要性がないため持分法の適用から除外しております｡

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
すべての連結子会社の事業年度の末日は､連結決算日と一致しております｡

４．会計処理基準に関する事項
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有 価 証 券 …
…

主として移動平均法による原価法によっております。

② たな卸資産 …
…

主として移動平均法による原価法によっております。

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資

産
…
…

法人税法に規定する減価償却の方法と同一の基準を採用しております。
当社の川内工場・能町工場及び二塚工場については定額法を採用しており

ます。
連結子会社については主として定率法によっております。

② 無形固定資
産

…
…

ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
を、その他の無形固定資産については、法人税法の規定に基づく定額法を採
用しております。

（３）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金 …

…
当社は、売掛金・貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため､法人税法の規

定に基づく実績繰入率による繰入限度相当額のほか､個別の債権についても
回収の可能性を検討し､回収不能見込額を計上しております｡
連結子会社は、主として法人税法の規定に基づく法定繰入率による繰入限

度相当額のほか､個別の債権についても回収の可能性を検討し､回収不能見
込額を計上しております｡

② 退職給与引
当 金

…
…

従業員については､主として期末要支給額から適格退職年金の給付額を控
除した額の４０％を計上しております｡
役員については､主として内規に基づき算定した期末要支給額を計上してお

ります｡
なお､退職給与引当金には､役員退職慰労引当金が８２６百万円含まれてお

ります｡

（４）重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については､通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております｡
（５）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理方法については､税抜処理を採用しております｡
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５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
連結子会社の資産及び負債の評価方法については､全面時価評価法を採用しております｡

６．利益処分項目等の取扱いに関する事項
連結剰余金計算書は､連結会社の利益処分について､連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成しており
ます｡

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は､手許現金､随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり､かつ､価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から 3 ヶ月以内に償還期限の到来する
短期投資からなっております｡

（追加情報）
１．自社利用ソフトウェア

自社利用のソフトウェアについては､「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」（日本公認会計士協
会会計制度委員会報告第 12号　平成 11 年 3月 31 日）における経過措置の適用により､従来の会計処理方法を継続し
て採用しております｡
ただし､同報告に基づき､上記に係るソフトウェアは無形固定資産に表示しており､減価償却の方法については､社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております｡

２．税効果会計
連結財務諸表規則の改正により､当連結会計年度から税効果会計を適用して連結財務諸表を作成しております｡
これに伴い､税効果会計を適用しない場合に比べ､繰延税金資産２，０７１百万円（流動資産９８３百万円､投資その他

の資産１，０８８百万円）が新たに計上されるとともに､当期純利益は２８１百万円少なく計上され､連結剰余金期末残高は
１，９８７百万円多く計上されております｡

（リース取引関係）

（単位：百万円）

当連結会計年度　(H11.4.1～H12.3.31)

リース物件の所有権が、借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額相当額
減価償却累計額

相 当 額
期末残高相当額

機械装置及び

運 搬 具
７，２００ ５，５８８ １，６１２

そ の 他 ７４８ ４３３ ３１４

合 計 ７，９４８ ６，０２１ １，９２７

(注)　 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

２．未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内

１ 年 超

６００

１，３２６

合   計 １，９２７

(注)　 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

３．支払リース料及び減価償却費相当額

(1)支払リース料

(2)減価償却費相当額

６４４

６４４

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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セ　グ　メ　ン　ト　情　報
（１）事業の種類別セグメント情報

当連結会計年度 (H11.4.1～H12.3.31)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

紙 ・パルプ及び
紙製品製造事業

その他の事業 計 消去又は全社 連結

Ⅰ売上高及び営業損益

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 １０６，１８２ ３，８１０ １０９，９９２ －） １０９，９９２

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 １０５ ８，６４５ ８，７５０ （８，７５０） －

計 １０６，２８７ １２，４５５ １１８，７４３ （８，７５０） １０９，９９２

営 業 費 用 １０３，８０９ １２，１６３ １１５，９７２ （８，７６７） １０７，２０５

営 業 利 益 ２，４７８ ２９２ ２，７７０ １６） ２，７８７

Ⅱ資産､減価償却費及び資本的支出

資 産 １６９，３９５ ７，９２６ １７７，３２２ （３，９４２） １７３，３７９

減 価 償 却 費 ７，３２４ ３２１ ７，６４５ －） ７，６４５

資 本 的 支 出 ８，５５８ １７８ ８，７３６ －） ８，７３６

（注）１．事業区分は､製品の製造方法の類似性を考慮して区分しております｡
　　　２．各区分の主な製品
　　　　（１）紙・パルプ及び紙製品製造事業 … … … 紙・パルプ・紙加工品
　　　　（２）その他の事業 … … … 不動産・運送・建設施工・工業薬品・紙断裁他
　　　３．減価償却費及び資本的支出には､長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております｡

（２）所在地別セグメント情報

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため､記載しておりません｡

（３）海外売上高

海外売上高が連結売上高の１０％未満のため､記載を省略しております｡

　生産、受注及び販売の状況
（１）生産実績

事業の種類別セグメントの名称 数　量

紙　製　品　事　業 ８８５，０８２　t

上記の他に､数量表示が困難である一部連結子会社の生産品種が､８，２９５百万円あります｡（各生産高に平均販
売単価を乗じた金額）

（２）受注状況
見込生産を行っているため､該当事項はありません｡

（３）販売実績

事業の種類別セグメントの名称 金　　　　額

紙 　 製 　 品 　 事 　 業 １０６，１８２　百万円

そ の 他 の 事 業 ３，８１０

合 計 １０９，９９２



－11－

　有価証券の時価等
（単位：百万円）

当連結会計年度 (H12.3.31 現在)期   別

種   類
連結貸借対照表計上額 時　　　価 評　価　損　益

（１）流動資産に属するもの

株 式

債 券

そ の 他

小 計

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

（２）固定資産に属するもの

株 式

債 券

そ の 他

小 計

５，７３２

２７０

－

６，００２

４，３２８

２６９

－

４，５９８

△　１，４０３

△　　　　　０

－

△　１，４０３

合 計 ６，００２ ４，５９８ △　１，４０３

（注）１．時価の算定方法

① 上場有価証券……………… 主として東京証券取引所における最終価格によっております。

② 店頭売買有価証券………… 日本証券業協会が公表する最終売買価格によっております。

③ 気配等を有する有価証券…… 日本証券業協会が公表する公社債店頭基準気配等によっております。

(①･②に該当する有価証券を除く)

２．開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額

当連結会計年度

固  定  資  産 非上場株式 (店頭売買株式を除く ) ２，７３２百万円

残存償還期間が１年以内の金融債券 １０百万円

割 引 金 融 債 券 ９百万円

３．上記の他に､資本の部に計上されている自己株式及び子会社の所有する親会社株式の評価益は１６８百万円であり

ます｡

　デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益

（金利関連）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当連結会計年度 (H12.3.31 現在)

契 約 額 等区    分 種     類

うち１年超
時  価 評価損益

市 場 取 引

以 外 の 取 引

スワップ取引

受取変動・支払固定
７００ ５００ △　６ △　６

（注）時価の算定方法については、取引先金融機関から提示された価格によっております。

　関連当事者との取引

該当事項はありません｡


